
■調査対象事業者数 区内全計画相談支援事業所 34ヶ所 （うち指定一般7ヶ所）
障害種別別精神３　知的２　児童１　身知児１　

うち回答事業者数 28ヶ所 （回収率82％）

27 特定＆児童 27 障害のみ 22
精神のみ 3 指定一般 7 障害＋介護 12
知的のみ 2 34 34
児童のみ 1
身知児のみ 1
特定種別なし 34

■従業者体制
事業者数

常勤専従１ 11
常勤兼務１ 4
常勤兼務１非常勤１4
常勤専従１常勤兼務１1
３人体制 5
４～６人体制 3

28

■１事業所あたりの計画相談利用者数 区内計画作成数 3000？

利用者数 事業者数 常勤専従１常勤兼務１常勤兼務１非常勤常勤専従１兼務１３人体制 ４～６体制
0～20人 4 3 0 0 0 1 0 4
21～50人 5 1 2 2 0 0 0 5
51～80人 6 3 2 1 0 0 0 6
81～100人 3 1 0 0 0 1 1 3
101～150人 6 2 0 1 1 1 1 6
151～200人 2 1 0 0 0 1 0 2

200人～ 2 0 0 0 0 1 1 2
合計 28 11 4 4 1 5 3 28
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■同法人内のサービス利用の割合

割合
障害
福祉S

医療・
介護系S

0～30％ 14 17
31～50％ 1 2
51～80％ 8 0
81～100％ 5 1

■新規サビ計作成の可能性

事業者数
可能 11

不可能 17
28

■地域相談支援の認知度

事業者数
知っている 21
知らない 7

28
■地域相談支援の実施の有無

事業者数 修正
実施中 3 3
非実施
（指定
有）

5 4

非実施
（指定
無）

11 21

計 19 28

■地域相談支援の非実施理由

非実施（全体）非実施（指定有）修正（全体）
報酬 4 1 4
マンパワー 10 0 10
常時相談体制 9 1 11
法人の意向 2 0 1
その他 5 2 4
無回答 2

＊法人の意向
利用者のニーズがない（視覚障害）ため 労務管理による、２４時間体制（携帯転送）の中止
＊その他
業務内容がわからない　　　対象者がいない
地域移行は体験の場がなく、支援プランの組み立てができない
地域定着は支給が厳しく、対象となる人がいない
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■研修参加への関心

全事業者 非実施指定有
有り 18 3
無し 8 1

無回答 2 1
28

＊無しの理由
兼務業務があるため 2
計画相談だけで手一杯 4
精神障害のニーズが大きい1
事務書類の負担が大きい1

■研修機会の種類
5 7

障害系 介護系 指定有り
病院・施設見学 3 2 4 8
経緯・役割・必要性等4 3 1 7
実務内容 3 5 1 8
報酬 1 3 3
事例紹介・活動報告7 4 1 11
訪問等による相談 1 1 2 4
その他 2 2

＊その他
積極的に地域移行を行っている精神科病院の取り組み・システムの構築について
積極的に支給している自治体の取り組み・事例など
今後の課題として参加したい
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